


































 

 

(６)要介護状態になった原因の分析（全国ベース） 

   要支援１、２といった比較的軽度な者においては、関節疾患や高齢による衰

弱から引き起こされる生活不活発病（廃用症候群）を原因とする場合が多く、

要介護１以上では、認知症を原因とする場合が多くなっています。 

   また、要介護２以上では脳血管疾患（脳卒中等）を原因とする場合も多く、

要介護４では約 23％、要介護５では約 31％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度別における主な原因（その他を除く上位３位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 熊本県を除いたもの 

【出典】厚⽣労働省「平成 28 年国⺠⽣活基礎調査」 
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(８)人材の確保 

 ① 本県の介護職員・介護支援専門員数 

   平成 29 年 10 月１日現在の推計値では、香川県内の介護施設で就労している介護職

員数は 15,472 人、介護支援専門員数は 1,686 人となっています。 

（単位：人） 

区  分 居宅サービス 地域密着型サービス 介護保険施設 計 

介護職員 8,583 3,208 3,681 15,472 

介護支援専門員 1,249 175 262 1,686 

【出典】厚⽣労働省「平成 29 年介護サービス施設・事業所調査」 

 

 ② 有効求人倍率 

   令和２年２月時点で、全国の全産業が 1.45 倍、介護サービス関係が 4.30 倍である

のに対し、香川県ではそれぞれ 1.75 倍、3.92 倍となっており、介護サービス関係は

全国平均を下回っています。 

                         

区  分 全国 香川県 

全産業 1.45 倍 1.75 倍 

介護サービス関係 4.30 倍 3.92 倍 

【出典】厚⽣労働省「令和２年２⽉職業安定業務統計」 

    香川労働局「令和２年２⽉香川県の雇用情勢」 

 

 ③ 入職率・離職率 

   離職率は、平成 29、30 年雇用動向調査によると、全産業平均で 14.9％から 14.6％

に低下し、平成 29 年、30 年介護労働実態調査によると、介護職員全体は 16.2％から

15.4％に低下したものの、依然として全産業平均を上回っています。本県の介護職員

全体の離職率は 16.2％から 12.4％に低下しています。 

   一方、入職率は、平成 30 年雇用動向調査では、全産業平均で 15.4％であるのに対

し、平成 30 年介護労働実態調査では、介護職員全体は 18.7％となっており、全産業

平均を上回っています。本県の介護職員全体の入職率は、全国平均を下回り 15.5％

となっています。 

 

＜全国＞                                                      （単位：％） 

区  分 
入職率 離職率 

平成 29 年 平成 30 年 平成 29 年 平成 30 年 

全産業平均 16.0 15.4 14.9 14.6 

介護職員       ① 18.9 19.5 16.7 16.2 

訪問介護員      ② 15.2 16.7 14.8 13.3 

介護職員全体 ①＋② 17.8 18.7 16.2 15.4 

 

＜本県＞                                                      （単位：％） 

区  分 
入職率 離職率 

平成 29 年 平成 30 年 平成 29 年 平成 30 年 

介護職員 ① 16.5 13.9 14.7 13.0 

訪問介護員 ② 19.8 20.6 20.6 10.5 

介護職員全体 ①＋② 17.4 15.5 16.2 12.4 

【出典】厚⽣労働省「平成 29 年雇用動向調査、平成 30 年雇用動向調査」 

    介護労働安定センター「平成 29 年度介護労働実態調査、平成 30 年度介護労働実態調査」 

  



 

 

 ④ 賃金（全国） 

   令和元年調査では、全産業の平均が、年齢43.1歳、勤続年数12.4年、毎月決まって

支給する現金給与額が 338,000 円であるのに対し、ヘルパーは、年齢48.9歳、勤続年

数は 7.3 年、給与額 240,800 円、福祉施設介護員は、年齢42.6歳、勤続年数 7.1 年、

給与額 244,500 円となっています。 

 

区  分 全産業 ヘルパー 福祉施設介護員 

平均年齢 43.1 歳 48.9 歳 42.6 歳 

勤続年数 12.4 年 7.3 年 7.1 年 

現金給与額 338.0 千円 240.8 千円 244.5 千円 

特別給与額 950.9 千円 387.4 千円 531.7 千円 

年間収入推計 5,006.9 千円 3,277.0 千円 3,465.7 千円 

 ※ 福祉施設介護員は、児童福祉施設、⾝体障害者福祉施設、⽼⼈福祉施設その他の福祉施設において、⼊所者の⾝近な存在とし

て、日常⽣活の⾝の回りの世話や介助・介護の仕事に従事する者をいう。（園⻑、施設⻑、ホーム⻑、ホーム管理者、保育⼠は

含まない。） 

【出典】厚⽣労働省「令和元年賃⾦構造基本統計調査」 










